
第一六九回 

閣第七三号 

   私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律及び不当景品類及び不当表示防止

法の一部を改正する法律案 

 （私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部改正） 

第一条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四

号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「分割」の下に「、株式移転」を加え、「・第二十条」を「－第二十条の七」

に改める。 

  第二条第九項を次のように改める。 

   この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為

をいう。 

  一 正当な理由がないのに、競争者と共同して、次のいずれかに該当する行為をする

こと。 

   イ ある事業者に対し、供給を拒絶し、又は供給に係る商品若しくは役務の数量若

しくは内容を制限すること。 

   ロ 他の事業者に、ある事業者に対する供給を拒絶させ、又は供給に係る商品若し

くは役務の数量若しくは内容を制限させること。 

  二 不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品又は役務を継続して

供給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの 

  三 正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対

価で継続して供給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれ

があるもの 

  四 自己の供給する商品を購入する相手方に、正当な理由がないのに、次のいずれか

に掲げる拘束の条件をつけて、当該商品を供給すること。 

   イ 相手方に対しその販売する当該商品の販売価格を定めてこれを維持させること

その他相手方の当該商品の販売価格の自由な決定を拘束すること。 

   ロ 相手方の販売する当該商品を購入する事業者の当該商品の販売価格を定めて相

手方をして当該事業者にこれを維持させることその他相手方をして当該事業者の

当該商品の販売価格の自由な決定を拘束させること。 

  五 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照

らして不当に、次のいずれかに該当する行為をすること。 

   イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロ

において同じ。）に対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を

購入させること。 

   ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の



利益を提供させること。 

   ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係

る商品を受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に

対して取引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方

に不利益となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施す

ること。 

  六 前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為であつて、公正な競争

を阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定するもの 

   イ 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 

   ロ 不当な対価をもつて取引すること。 

   ハ 不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。 

   ニ 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 

   ホ 自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。 

   ヘ 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他

の事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社で

ある場合において、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為

をするように、不当に誘引し、唆し、若しくは強制すること。 

  第二条第十項を削る。 

  第七条第二項中「事業者」を「次に掲げる者」に改め、同項ただし書中「三年」を

「五年」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 当該行為をした事業者 

  二 当該行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅し

たときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

  三 当該行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により当該

行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

  四 当該行為をした事業者から当該行為に係る事業の全部又は一部を譲り受けた事業

者 

  第七条の二第三項中「前二項」の下に「及び第八項」を加え、同条第五項中「及び第

七項」を「、第十項及び第二十条の二から第二十条の五まで」に改め、「次項に該当す

る場合を除き、」を削り、同項に次のただし書を加える。 

   ただし、当該事業者が、次項から第九項までの規定の適用を受ける者であるときは、

この限りでない。 

  第七条の二第六項中「この項において同じ。）」を「この項、第十九項、第二十二項

及び第二十三項において同じ。）又は第四項」に、「第四項」を「第四項中「百分の

六」とあるのは「百分の九」と、「百分の二」とあるのは「百分の三」と、「百分の

一」とあるのは「百分の一・五」と、第五項」に改め、同項に次のただし書を加える。 



   ただし、当該事業者が、第九項の規定の適用を受ける者であるときは、この限りで

ない。 

  第七条の二第六項第一号中「第一項」の下に「若しくは第四項」を加え、「第十三項

若しくは第十六項」を「第十八項若しくは第二十一項」に改め、同項第二号中「、第一

項」の下に「若しくは第四項」を加え、「第十三項若しくは第十六項」を「第十八項若

しくは第二十一項」に改め、同条第七項第一号中「及び次項」を「、次項及び第二十五

項」に改め、同条第八項中「第一号及び第三号」を「第一号及び第四号」に、「第四項

から第六項まで」を「第五項から第九項まで」に、「第二号及び第三号」を「第二号及

び第四号又は第三号及び第四号」に改め、第三号を第四号とし、第二号の次に次の一号

を加える。 

  三 公正取引委員会規則で定めるところにより、単独で、当該違反行為をした事業者

のうち四番目又は五番目に公正取引委員会に当該違反行為に係る事実の報告及び資

料の提出（第四十五条第一項に規定する報告又は同条第四項の措置その他により既

に公正取引委員会によつて把握されている事実に係るものを除く。）を行つた者

（当該報告及び資料の提出が当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後に

行われた場合を除く。）であること。 

  第七条の二第九項中「第七項第一号」を「第十項第一号」に、「若しくは第二号」を

「から第三号まで」に、「数が三」を「数が五」に、「である場合」を「であり、かつ、

同号の規定による報告及び資料の提出を行つた者の数を合計した数が三以下である場

合」に、「第四項から第六項まで」を「第五項から第九項まで」に改め、同条第十項中

「第七項第一号、第八項第一号若しくは第二号又は前項第一号」を「第十項第一号、第

十一項第一号から第三号まで又は第十二項第一号」に改め、同条第十一項中「第七項か

ら第九項まで」を「第十項から第十二項まで」に、「第十三項」を「第十八項若しくは

第二十一項」に改め、同条第十二項中「第七項第一号、第八項第一号若しくは第二号又

は第九項第一号」を「第十項第一号、第十一項第一号から第三号まで又は第十二項第一

号」に、「第七項から第九項まで」を「第十項から第十二項まで」に改め、同項第一号

中「当該事業者」の下に「（当該事業者が第十三項の規定による報告及び資料の提出を

行つた者であるときは、当該事業者及び当該事業者と共同して当該報告及び資料の提出

を行つた他の事業者のうち、いずれか一以上の事業者。次号において同じ。）」を加え、

同項第三号中「に対し」の下に「（当該事業者が第十三項の規定による報告及び資料の

提出を行つた者であるときは、当該事業者及び当該事業者と共同して当該報告及び資料

の提出を行つた他の事業者のうちいずれか一以上の事業者が、当該事業者及び当該事業

者と共同して当該報告及び資料の提出を行つた他の事業者以外の事業者に対し）」を加

え、「他の事業者が」を削り、同条第十三項中「第七項」を「第十項」に改め、「。第

十六項において同じ。」を削り、同条第十四項中「（第二項において読み替えて準用す

る場合を含む。以下この項、第十七項及び第十八項において同じ。）」を「又は第四



項」に、「第四項から第六項まで、第八項又は第九項」を「第四項から第九項まで、第

十一項又は第十二項」に改め、同項ただし書中「第四項から第六項まで、第八項若しく

は第九項」を「第四項から第九項まで、第十一項若しくは第十二項」に改め、同条第十

六項中「又は第二項」を「、第二項又は第四項」に改め、「含む。）」の下に「又は第

四項」を、「する際に」の下に「（これらの規定による命令をしない場合にあつては、

公正取引委員会規則で定めるときまでに）」を加え、同条第十七項中「第一項」の下に

「又は第四項」を加え、「同項、第四項から第六項まで、第八項、第九項又は第十四

項」を「第一項、第四項から第九項まで、第十一項、第十二項又は第十九項」に改め、

同条第十八項中「第四項から第六項まで、第八項、第九項又は第十四項」を「第四項か

ら第九項まで、第十一項、第十二項又は第十九項」に改め、同条第十九項中「又は第二

項」を「、第二項又は第四項」に、「会社」を「法人」に改め、「含む。）」の下に

「及び第四項」を加え、「第十三項及び第十六項」を「第十八項及び第二十一項」に改

め、「この項」の下に「及び次項」を、「前各項」の下に「及び次項」を加え、同条第

二十項中「前項」を「前二項」に、「第七項から第九項まで」を「第十項から第十二項

まで」に改め、同条第二十一項中「実行期間」の下に「（第四項に規定する違反行為に

ついては、違反行為期間）」を加え、「三年」を「五年」に改め、同条第十九項の次に

次の一項を加える。 

   第一項、第二項又は第四項に規定する違反行為をした事業者が法人である場合にお

いて、当該法人が当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後においてその一

又は二以上の子会社等に対して当該違反行為に係る事業の全部を譲渡し、又は当該法

人（会社に限る。）が当該違反行為に係る事件についての調査開始日以後においてそ

の一又は二以上の子会社等に対して分割により当該違反行為に係る事業の全部を承継

させ、かつ、合併以外の事由により消滅したときは、当該法人がした違反行為及び当

該法人が受けた命令等は、当該事業の全部若しくは一部を譲り受け、又は分割により

当該事業の全部若しくは一部を承継した子会社等（以下「特定事業承継子会社等」と

いう。）がした違反行為及び当該特定事業承継子会社等が受けた命令等とみなして、

前各項の規定を適用する。この場合において、当該特定事業承継子会社等が二以上あ

るときは、第一項（第二項において読み替えて準用する場合を含む。）中「当該事業

者に対し」とあるのは「特定事業承継子会社等（第二十五項に規定する特定事業承継

子会社等をいう。以下同じ。）に対し、この項（第二項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定による命令を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」と、

第四項中「当該事業者に対し」とあるのは「特定事業承継子会社等に対し、この項の

規定による命令を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」と、第二十二項中

「受けた者は」とあるのは「受けた特定事業承継子会社等は、これらの規定による命

令を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」とする。 

  第七条の二第九項の次に次の二項を加える。 



   第一項に規定する違反行為をした事業者のうち二以上の事業者（会社である場合に

限る。）が、公正取引委員会規則で定めるところにより、共同して、公正取引委員会

に当該違反行為に係る事実の報告及び資料の提出を行つた場合には、第一号に該当し、

かつ、第二号又は第三号のいずれかに該当する場合に限り、当該報告及び資料の提出

を単独で行つたものとみなして、当該報告及び資料の提出を行つた二以上の事業者に

ついて前三項の規定を適用する。この場合における第十項第一号、第十一項第一号か

ら第三号まで及び前項第一号の規定による報告及び資料の提出を行つた事業者の数の

計算については、当該二以上の事業者をもつて一の事業者とする。 

  一 当該二以上の事業者が、当該報告及び資料の提出の時において相互に子会社等

（事業者の子会社（会社がその総株主（総社員を含む。以下同じ。）の議決権（株

主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することが

できない株式についての議決権を除き、会社法（平成十七年法律第八十六号）第八

百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議

決権を含む。以下同じ。）の過半数を有する他の会社をいう。この場合において、

会社及びその一若しくは二以上の子会社又は会社の一若しくは二以上の子会社がそ

の総株主の議決権の過半数を有する他の会社は、当該会社の子会社とみなす。以下

この項において同じ。）若しくは親会社（会社を子会社とする他の会社をいう。以

下この号において同じ。）又は当該事業者と親会社が同一である他の会社をいう。

次号及び第二十五項において同じ。）の関係にあること。 

  二 当該二以上の事業者のうち、当該二以上の事業者のうちの他の事業者と共同して

当該違反行為をしたものが、当該他の事業者と共同して当該違反行為をした全期間

（当該報告及び資料の提出を行つた日からさかのぼり五年以内の期間に限る。）に

おいて、当該他の事業者と相互に子会社等の関係にあつたこと。 

  三 当該二以上の事業者のうち、当該二以上の事業者のうちの他の事業者と共同して

当該違反行為をした者でないものについて、次のいずれかに該当する事実があるこ

と。 

   イ その者が当該二以上の事業者のうちの他の事業者に対して当該違反行為に係る

事業の全部若しくは一部を譲渡し、又は分割により当該違反行為に係る事業の全

部若しくは一部を承継させ、かつ、当該他の事業者が当該譲渡又は分割の日から

当該違反行為を開始したこと。 

   ロ その者が、当該二以上の事業者のうちの他の事業者から当該違反行為に係る事

業の全部若しくは一部を譲り受け、又は分割により当該違反行為に係る事業の全

部若しくは一部を承継し、かつ、当該譲受け又は分割の日から当該違反行為を開

始したこと。 

   前項の場合において、会社が有する議決権並びに会社及びその一若しくは二以上の

子会社又は会社の一若しくは二以上の子会社が有する議決権には、社債、株式等の振



替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条

第一項の規定により発行者に対抗することができない株式に係る議決権を含むものと

する。 

  第七条の二第六項の次に次の二項を加える。 

   第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が次の各号の

いずれかに該当する者であるときは、同項中「百分の十」とあるのは「百分の十五」

と、「百分の三」とあるのは「百分の四・五」と、「百分の二」とあるのは「百分の

三」と、第五項中「百分の四」とあるのは「百分の六」と、「百分の一・二」とある

のは「百分の一・八」と、「百分の一」とあるのは「百分の一・五」とする。ただし、

当該事業者が、次項の規定の適用を受ける者であるときは、この限りでない。 

  一 単独で又は共同して、当該違反行為をすることを企て、かつ、他の事業者に対し

当該違反行為をすること又はやめないことを要求し、依頼し、又は唆すことにより、

当該違反行為をさせ、又はやめさせなかつた者 

  二 単独で又は共同して、他の事業者の求めに応じて、継続的に他の事業者に対し当

該違反行為に係る商品若しくは役務に係る対価、供給量、購入量、市場占有率又は

取引の相手方について指定した者 

  三 前二号に掲げる者のほか、単独で又は共同して、次のいずれかに該当する行為で

あつて、当該違反行為を容易にすべき重要なものをした者 

   イ 他の事業者に対し当該違反行為をすること又はやめないことを要求し、依頼し、

又は唆すこと。 

   ロ 他の事業者に対し当該違反行為に係る商品又は役務に係る対価、供給量、購入

量、市場占有率、取引の相手方その他当該違反行為の実行としての事業活動につ

いて指定すること（専ら自己の取引について指定することを除く。）。 

   第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が、第七項各

号のいずれか及び前項各号のいずれかに該当する者であるときは、第一項中「百分の

十」とあるのは「百分の二十」と、「百分の三」とあるのは「百分の六」と、「百分

の二」とあるのは「百分の四」と、第五項中「百分の四」とあるのは「百分の八」と、

「百分の一・二」とあるのは「百分の二・四」と、「百分の一」とあるのは「百分の

二」とする。 

  第七条の二第三項の次に次の一項を加える。 

   事業者が、私的独占（他の事業者の事業活動を排除することによるものに限り、第

二項の規定に該当するものを除く。）をしたときは、公正取引委員会は、第八章第二

節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為をした日から当該行為がなく

なる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該行為がなくなる日からさか

のぼつて三年間とする。第二十七項において「違反行為期間」という。）における当

該行為に係る一定の取引分野において当該事業者が供給した商品又は役務（当該一定



の取引分野において当該商品又は役務を供給する他の事業者に供給したものを除

く。）及び当該一定の取引分野において当該商品又は役務を供給する当該他の事業者

に当該事業者が供給した当該商品又は役務（当該一定の取引分野において当該商品又

は役務を供給する当該他の事業者が当該商品又は役務を供給するために必要な商品又

は役務を含む。）の政令で定める方法により算定した売上額に百分の六（当該事業者

が小売業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一とする。）を乗じて得

た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければならない。ただし、

その額が百万円未満であるときは、その納付を命ずることができない。 

  第八条第二項から第四項までを削る。 

  第八条の二第一項及び第二項中「前条第一項」を「前条」に改める。 

  第八条の三中「第三項から第五項まで、第七項から第十三項まで、第十七項、第十八

項及び第二十一項」を「第三項、第五項、第六項（ただし書を除く。）、第十項から第

十八項まで（第十三項第二号及び第三号を除く。）、第二十二項、第二十三項及び第二

十七項」に、「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に、「同条第四項」を「同条

第五項」に、「同条第五項」を「同条第六項本文」に改め、「次項に該当する場合を除

き、」を削り、「同条第七項」を「同条第十項」に、「同条第八項」を「同条第十一

項」に、「又は第四項から第六項まで」を「又は第五項から第九項まで」に、「第四項

又は第五項」を「第五項又は第六項」に、「同条第九項」を「同条第十二項」に、「同

条第十項及び第十一項」を「同条第十三項各号列記以外の部分中「第一項に規定する違

反行為をした事業者」とあるのは「第八条第一号（不当な取引制限に相当する行為をす

る場合に限る。）又は第二号（不当な取引制限に該当する事項を内容とする国際的協定

又は国際的契約をする場合に限る。）の規定に違反する行為をした事業者団体の特定事

業者」と、「二以上の事業者」とあるのは「二以上の特定事業者」と、「第一号に該当

し、かつ、第二号又は第三号のいずれかに該当する」とあるのは「第一号に該当する」

と、「行つた事業者」とあるのは「行つた特定事業者」と、「一の事業者」とあるのは

「一の特定事業者」と、同項第一号中「二以上の事業者」とあるのは「二以上の特定事

業者」と、「事業者の」とあるのは「特定事業者の」と、「当該事業者」とあるのは

「当該特定事業者」と、同条第十五項及び第十六項」に、「同条第十二項」を「同条第

十七項」に、「が行つた」とあるのは「当該特定事業者が行つた」を「（当該事業者」

とあるのは「当該特定事業者（当該特定事業者」に改め、「、当該特定事業者」と」の

下に「、「及び当該事業者」とあるのは「及び当該特定事業者」と、「他の事業者」と

あるのは「他の特定事業者」と、「一以上の事業者」とあるのは「一以上の特定事業

者」と」を加え、「他の事業者」とあるのは「他の」を「対し（当該事業者」とあるの

は「対し（当該特定事業者」と、「以外の事業者」とあるのは「以外の」に、「同条第

十三項」を「同条第十八項」に、「同条第十七項及び第十八項中「第四項から第六項ま

で、第八項、第九項又は第十四項」とあるのは「第四項、第五項、第八項又は第九項」



を「同条第二十二項中「第一項又は第四項」とあるのは「第一項」と、同項及び同条第

二十三項中「第四項から第九項まで」とあるのは「第五項、第六項」と、「、第十二項

又は第十九項」とあるのは「又は第十二項」と、同条第二十七項中「実行期間（第四項

に規定する違反行為については、違反行為期間）」とあるのは「実行期間」に改める。 

  第四章の章名を次のように改める。 

    第四章 株式の保有、役員の兼任、合併、分割、株式移転及び事業の譲受け 

  第九条第五項第二号中「次条第二項」を「次条第三項及び第四項」に改め、同条第六

項中「前項」を「第四項」に改め、同条第五項の次に次の二項を加える。 

   前二項において「子会社」とは、会社がその総株主の議決権の過半数を有する他の

国内の会社をいう。この場合において、会社及びその一若しくは二以上の子会社又は

会社の一若しくは二以上の子会社がその総株主の議決権の過半数を有する他の国内の

会社は、当該会社の子会社とみなす。 

   前項の場合において、会社が有する議決権並びに会社及びその一若しくは二以上の

子会社又は会社の一若しくは二以上の子会社が有する議決権には、社債、株式等の振

替に関する法律第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項の規定により発行者に対

抗することができない株式に係る議決権を含むものとする。 

  第九条第四項を削る。 

  第十条第二項を次のように改める。 

   会社であつて、その国内売上高（国内において供給された商品及び役務の価額の最

終事業年度における合計額として公正取引委員会規則で定めるものをいう。以下同

じ。）と当該会社が属する企業結合集団（会社及び当該会社の子会社並びに当該会社

の親会社であつて他の会社の子会社でないもの及び当該親会社の子会社（当該会社及

び当該会社の子会社を除く。）から成る集団をいう。以下同じ。）に属する当該会社

以外の会社等（会社、組合（外国における組合に相当するものを含む。以下この条に

おいて同じ。）その他これらに類似する事業体をいう。以下この条において同じ。）

の国内売上高を公正取引委員会規則で定める方法により合計した額（以下「国内売上

高合計額」という。）が二百億円を下回らない範囲内において政令で定める金額を超

えるもの（以下この条において「株式取得会社」という。）は、他の会社であつて、

その国内売上高と当該他の会社の子会社の国内売上高を公正取引委員会規則で定める

方法により合計した額が二十億円を下回らない範囲内において政令で定める金額を超

えるもの（以下この条において「株式発行会社」という。）の株式の取得をしようと

する場合（金銭又は有価証券の信託に係る株式について、自己が、委託者若しくは受

益者となり議決権を行使することができる場合又は議決権の行使について受託者に指

図を行うことができる場合において、受託者に株式発行会社の株式の取得をさせよう

とする場合を含む。）において、当該株式取得会社が当該取得の後において所有する

こととなる当該株式発行会社の株式に係る議決権の数と、当該株式取得会社の属する



企業結合集団に属する当該株式取得会社以外の会社等（第四項において「当該株式取

得会社以外の会社等」という。）が所有する当該株式発行会社の株式に係る議決権の

数とを合計した議決権の数の当該株式発行会社の総株主の議決権の数に占める割合が、

百分の二十を下回らない範囲内において政令で定める数値（複数の数値を定めた場合

にあつては、政令で定めるところにより、それぞれの数値）を超えることとなるとき

は、公正取引委員会規則で定めるところにより、あらかじめ当該株式の取得に関する

計画を公正取引委員会に届け出なければならない。ただし、あらかじめ届出を行うこ

とが困難である場合として公正取引委員会規則で定める場合は、この限りでない。 

  第十条第三項中「国内の会社が有する議決権には、」を「当該株式取得会社が当該取

得の後において所有することとなる当該株式発行会社の株式に係る議決権には、金銭又

は有価証券の信託に係る株式に係る議決権（委託者又は受益者が行使し、又はその行使

について受託者に指図を行うことができるものに限る。）、当該株式取得会社が銀行業

又は保険業を営む会社（保険業を営む会社にあつては、公正取引委員会規則で定める会

社を除く。次項並びに次条第一項及び第二項において同じ。）であり、かつ、他の国内

の会社（銀行業又は保険業を営む会社その他公正取引委員会規則で定める会社を除く。

次項並びに次条第一項及び第二項において同じ。）の株式の取得をしようとする場合に

おける当該株式取得会社が当該取得の後において所有することとなる株式に係る議決権

及び当該株式取得会社が第一種金融商品取引業を営む会社であり、かつ、業務として株

式の取得をしようとする場合における当該株式取得会社が当該取得の後において所有す

ることとなる株式に係る議決権を含まないものとし、金銭又は有価証券の信託に係る株

式に係る議決権で、自己が、委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使につい

て指図を行うことができるもの（公正取引委員会規則で定める議決権を除く。次項にお

いて同じ。）及び」に改める。 

  第十条第四項を次のように改める。 

   第二項の場合において、当該株式取得会社以外の会社等が所有する当該株式発行会

社の株式に係る議決権には、金銭又は有価証券の信託に係る株式に係る議決権（委託

者又は受益者が行使し、又はその行使について受託者に指図を行うことができるもの

に限る。）、当該株式取得会社以外の会社等が銀行業又は保険業を営む会社である場

合における当該株式取得会社以外の会社等が所有する他の国内の会社の株式に係る議

決権及び当該株式取得会社以外の会社等が第一種金融商品取引業を営む会社である場

合における当該株式取得会社以外の会社等が業務として所有する株式に係る議決権を

含まないものとし、金銭又は有価証券の信託に係る株式に係る議決権で、自己が、委

託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行うことができるも

の及び社債、株式等の振替に関する法律第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項

の規定により発行者に対抗することができない株式に係る議決権を含むものとする。 

  第十条に次の六項を加える。 



   会社の子会社である組合（民法（明治二十九年法律第八十九号）第六百六十七条第

一項に規定する組合契約によつて成立する組合、投資事業有限責任組合契約に関する

法律（平成十年法律第九十号）第二条第二項に規定する投資事業有限責任組合（次条

第一項第四号において単に「投資事業有限責任組合」という。）及び有限責任事業組

合契約に関する法律（平成十七年法律第四十号）第二条に規定する有限責任事業組合

並びに外国の法令に基づいて設立された団体であつてこれらの組合に類似するもの

（以下この項において「特定組合類似団体」という。）に限る。以下この項において

同じ。）の組合員（特定組合類似団体の構成員を含む。以下この項において同じ。）

が組合財産（特定組合類似団体の財産を含む。以下この項において同じ。）として株

式発行会社の株式の取得をしようとする場合（金銭又は有価証券の信託に係る株式に

ついて、会社の子会社である組合の組合員の全員が、委託者若しくは受益者となり議

決権を行使することができる場合又は議決権の行使について受託者に指図を行うこと

ができる場合において、受託者に株式発行会社の株式の取得をさせようとする場合を

含む。）には、当該組合の親会社（当該組合に二以上の親会社がある場合にあつては、

当該組合の親会社のうち他のすべての親会社の子会社であるものをいう。以下この項

において同じ。）が、そのすべての株式の取得をしようとするものとみなし、会社の

子会社である組合の組合財産に株式発行会社の株式が属する場合（会社の子会社であ

る組合の組合財産に属する金銭又は有価証券の信託に係る株式について、当該組合の

組合員の全員が、委託者若しくは受益者となり議決権を行使することができる場合又

は議決権の行使について受託者に指図を行うことができる場合を含む。）には、当該

組合の親会社が、そのすべての株式を所有するものとみなして、第二項の規定を適用

する。 

   第二項及び前項の「子会社」とは、会社がその総株主の議決権の過半数を有する株

式会社その他の当該会社がその経営を支配している会社等として公正取引委員会規則

で定めるものをいう。 

   第二項及び第五項の「親会社」とは、会社等の経営を支配している会社として公正

取引委員会規則で定めるものをいう。 

   第二項の規定による届出を行つた会社は、届出受理の日から三十日を経過するまで

は、当該届出に係る株式の取得をしてはならない。ただし、公正取引委員会は、その

必要があると認める場合には、当該期間を短縮することができる。 

   公正取引委員会は、第十七条の二第一項の規定により当該届出に係る株式の取得に

関し必要な措置を命じようとする場合には、前項本文に規定する三十日の期間又は同

項ただし書の規定により短縮された期間（公正取引委員会が株式取得会社に対してそ

れぞれの期間内に公正取引委員会規則で定めるところにより必要な報告、情報又は資

料の提出（以下この項において「報告等」という。）を求めた場合においては、前項

の届出受理の日から百二十日を経過した日とすべての報告等を受理した日から九十日



を経過した日とのいずれか遅い日までの期間）内に、株式取得会社に対し、第四十九

条第五項の規定による通知をしなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この

限りでない。 

  一 当該届出に係る株式の取得に関する計画のうち、第一項の規定に照らして重要な

事項が当該計画において行われることとされている期限までに行われなかつた場合 

  二 当該届出に係る株式の取得に関する計画のうち、重要な事項につき虚偽の記載が

あつた場合 

   前項第一号の規定に該当する場合において、公正取引委員会は、第十七条の二第一

項の規定により当該届出に係る株式の取得に関し必要な措置を命じようとするときは、

同号の期限から起算して一年以内に前項本文の通知をしなければならない。 

  第十一条第一項第五号中「（明治二十九年法律第八十九号）」を削る。 

  第十五条第一項中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第二項中「国内の」を削り、

「総資産合計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百億円」に、「総資産合計額が十

億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に改め、同項ただし書中「次の各号の一に該

当する場合」を「すべての合併会社が同一の企業結合集団に属する場合」に改め、同項

各号を削り、同条第三項を次のように改める。 

   第十条第八項から第十項までの規定は、前項の規定による届出に係る合併の制限及

び公正取引委員会がする第十七条の二第一項の規定による命令について準用する。こ

の場合において、第十条第八項及び第十項中「株式の取得」とあるのは「合併」と、

同条第九項中「株式の取得」とあるのは「合併」と、「が株式取得会社」とあるのは

「が合併会社のうち尐なくとも一の会社」と、「、株式取得会社」とあるのは「、合

併会社」と読み替えるものとする。 

  第十五条第四項から第七項までを削る。 

  第十五条の二第二項中「国内の」を削り、同項に次のただし書を加える。 

   ただし、すべての共同新設分割をしようとする会社が同一の企業結合集団に属する

場合は、この限りでない。 

  第十五条の二第二項第一号中「総資産合計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百

億円」に、「総資産合計額が十億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に改め、同項

第二号中「総資産合計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百億円」に、「最終の貸

借対照表と共に作成した損益計算書による売上高」を「国内売上高」に改め、同項第三

号中「総資産合計額が十億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に、「最終の貸借対

照表と共に作成した損益計算書による売上高」を「国内売上高」に改め、同項第四号中

「最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高」を「国内売上高」に改め、

同条第三項中「国内の」を削り、同項に次のただし書を加える。 

   ただし、すべての吸収分割をしようとする会社が同一の企業結合集団に属する場合

は、この限りでない。 



  第十五条の二第三項第一号中「総資産合計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百

億円」に、「総資産合計額が十億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に改め、同項

第二号中「総資産合計額が十億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に、「総資産合

計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百億円」に改め、同項第三号中「最終の貸借

対照表と共に作成した損益計算書による売上高」を「国内売上高」に、「総資産合計額

が十億円」を「国内売上高合計額が二十億円」に改め、同項第四号中「最終の貸借対照

表と共に作成した損益計算書による売上高」を「国内売上高」に、「総資産合計額が百

億円」を「国内売上高合計額が二百億円」に改め、同条第七項中「前条第五項から第七

項まで」を「第十条第八項から第十項まで」に、「第三項（前項において読み替えて準

用する場合を含む。）」を「前項」に、「前条第五項及び第七項中「合併」を「第十条

第八項及び第十項中「株式の取得」に、「同条第六項中「合併に」を「同条第九項中

「株式の取得」に、「共同新設分割又は吸収分割に」を「共同新設分割又は吸収分割」

に、「合併会社」を「が株式取得会社」に、「共同新設分割を」を「が共同新設分割

を」に、「会社」と読み替える」を「会社のうち尐なくとも一の会社」と、「、株式取

得会社」とあるのは「、共同新設分割をしようとし、又は吸収分割をしようとする会

社」と読み替える」に改め、同条第四項から第六項までを削る。 

  第十五条の二の次に次の一条を加える。 

 第十五条の三 会社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、共同株式移転（会社

が他の会社と共同してする株式移転をいう。以下同じ。）をしてはならない。 

  一 当該共同株式移転によつて一定の取引分野における競争を実質的に制限すること

となる場合 

  二 当該共同株式移転が不公正な取引方法によるものである場合 

   会社は、共同株式移転をしようとする場合において、当該共同株式移転をしようと

する会社のうち、いずれか一の会社に係る国内売上高合計額が二百億円を下回らない

範囲内において政令で定める金額を超え、かつ、他のいずれか一の会社に係る国内売

上高合計額が二十億円を下回らない範囲内において政令で定める金額を超えるときは、

公正取引委員会規則で定めるところにより、あらかじめ当該共同株式移転に関する計

画を公正取引委員会に届け出なければならない。ただし、すべての共同株式移転をし

ようとする会社が同一の企業結合集団に属する場合は、この限りでない。 

   第十条第八項から第十項までの規定は、前項の規定による届出に係る共同株式移転

の制限及び公正取引委員会がする第十七条の二第一項の規定による命令について準用

する。この場合において、第十条第八項及び第十項中「株式の取得」とあるのは「共

同株式移転」と、同条第九項中「株式の取得」とあるのは「共同株式移転」と、「が

株式取得会社」とあるのは「が共同株式移転をしようとする会社のうち尐なくとも一

の会社」と、「、株式取得会社」とあるのは「、共同株式移転をしようとする会社」

と読み替えるものとする。 



  第十六条第二項中「総資産合計額が百億円」を「国内売上高合計額が二百億円」に改

め、「（第五項において「譲受会社」という。）」を削り、「一に」を「いずれかに」

に改め、同項に次のただし書を加える。 

   ただし、事業等の譲受けをしようとする会社及び当該事業等の譲渡をしようとする

会社が同一の企業結合集団に属する場合は、この限りでない。 

  第十六条第二項第一号中「総資産の額」を「国内売上高」に改め、「国内の」を削り、

同項第二号中「国内の」を削り、「最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による

売上高」を「国内売上高」に改め、同条第六項中「第十五条第五項から第七項まで」を

「第十条第八項から第十項まで」に、「第二項（前項において読み替えて準用する場合

を含む。）」を「前項」に、「第十五条第五項及び第七項中「合併」を「第十条第八項

及び第十項中「株式の取得」に、「同条第六項中「合併に」を「同条第九項中「株式の

取得」に、「に」と、「合併会社のうち尐なくとも一の会社に」とあり、及び「合併会

社に」を「」と、「株式取得会社」に、「事業又は事業上の固定資産の譲受けをしよう

とする会社に」を「事業又は事業上の固定資産の譲受けをしようとする会社」に改め、

同条第三項から第五項までを削る。 

  第十七条の二第一項中「第十五条の二第一項」の下に「、第十五条の三第一項」を加

える。 

  第十八条第一項中「（同条第四項において読み替えて準用する場合を含む。）及び第

五項」を「及び同条第三項において読み替えて準用する第十条第八項」に改め、同条第

二項中「（これらの規定を同条第六項において読み替えて準用する場合を含む。）並び

に同条第七項」を「並びに同条第四項」に、「第十五条第五項」を「第十条第八項」に

改め、同条に次の一項を加える。 

   第一項の規定は、第十五条の三第二項及び同条第三項において読み替えて準用する

第十条第八項の規定に違反して会社が共同株式移転をした場合に準用する。この場合

において、第一項中「合併の無効の訴え」とあるのは、「共同株式移転の無効の訴

え」と読み替えるものとする。 

  第二十条第一項中「手続に従い」の下に「、事業者に対し」を加え、第五章中同条の

次に次の六条を加える。 

 第二十条の二 事業者が、次の各号のいずれかに該当する者であつて、第十九条の規定

に違反する行為（第二条第九項第一号に該当するものに限る。）をしたときは、公正

取引委員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為を

した日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該

行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における当該行為において当該

事業者がその供給を拒絶し、又はその供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは内

容を制限した事業者の競争者に対し供給した同号イに規定する商品又は役務と同一の

商品又は役務（同号ロに規定する違反行為にあつては、当該事業者が同号ロに規定す



る他の事業者（以下この条において「拒絶事業者」という。）に対し供給した同号ロ

に規定する商品又は役務と同一の商品又は役務（当該拒絶事業者が当該同一の商品又

は役務を供給するために必要な商品又は役務を含む。）、拒絶事業者がその供給を拒

絶し、又はその供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を制限した事業者の

競争者に対し当該事業者が供給した当該同一の商品又は役務及び拒絶事業者が当該事

業者に対し供給した当該同一の商品又は役務）の政令で定める方法により算定した売

上額に百分の三（当該事業者が小売業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百

分の一とする。）を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じ

なければならない。ただし、当該事業者が当該行為に係る行為について第七条の二第

一項（同条第二項及び第八条の三において読み替えて準用する場合を含む。次条から

第二十条の五までにおいて同じ。）若しくは第七条の二第四項の規定による命令（当

該命令が確定している場合に限る。第二十条の四及び第二十条の五において同じ。）、

第七条の二第十八項若しくは第二十一項の規定による通知若しくは第五十一条第二項

の規定による審決を受けたとき又はこの条の規定による課徴金の額が百万円未満であ

るときは、その納付を命ずることができない。 

  一 当該行為に係る事件について第四十七条第一項第四号に掲げる処分が最初に行わ

れた日（次条から第二十条の五までにおいて「調査開始日」という。）からさかの

ぼり十年以内に、前条の規定による命令（第二条第九項第一号に係るものに限る。

次号において同じ。）若しくはこの条の規定による命令を受けたことがある者（当

該命令が確定している場合に限る。次号において同じ。）又は第六十六条第四項の

規定による審決（原処分の全部を取り消す場合における第二条第九項第一号に係る

ものに限る。次号において同じ。）を受けたことがある者（当該審決が確定してい

る場合に限る。次号において同じ。） 

  二 第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業

者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内に、前条の

規定による命令若しくはこの条の規定による命令を受けたことがある者又は第六十

六条第四項の規定による審決を受けたことがある者 

 第二十条の三 事業者が、次の各号のいずれかに該当する者であつて、第十九条の規定

に違反する行為（第二条第九項第二号に該当するものに限る。）をしたときは、公正

取引委員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為を

した日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該

行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における当該行為において当該

事業者が供給した同号に規定する商品又は役務の政令で定める方法により算定した売

上額に百分の三（当該事業者が小売業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百

分の一とする。）を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じ

なければならない。ただし、当該事業者が当該行為に係る行為について第七条の二第



一項若しくは第四項若しくは次条の規定による命令（当該命令が確定している場合に

限る。）、第七条の二第十八項若しくは第二十一項の規定による通知若しくは第五十

一条第二項の規定による審決を受けたとき又はこの条の規定による課徴金の額が百万

円未満であるときは、その納付を命ずることができない。 

  一 調査開始日からさかのぼり十年以内に、第二十条の規定による命令（第二条第九

項第二号に係るものに限る。次号において同じ。）若しくはこの条の規定による命

令を受けたことがある者（当該命令が確定している場合に限る。次号において同

じ。）又は第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合にお

ける第二条第九項第二号に係るものに限る。次号において同じ。）を受けたことが

ある者（当該審決が確定している場合に限る。次号において同じ。） 

  二 第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業

者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内に、第二十

条の規定による命令若しくはこの条の規定による命令を受けたことがある者又は第

六十六条第四項の規定による審決を受けたことがある者 

 第二十条の四 事業者が、次の各号のいずれかに該当する者であつて、第十九条の規定

に違反する行為（第二条第九項第三号に該当するものに限る。）をしたときは、公正

取引委員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為を

した日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該

行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における当該行為において当該

事業者が供給した同号に規定する商品又は役務の政令で定める方法により算定した売

上額に百分の三（当該事業者が小売業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百

分の一とする。）を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じ

なければならない。ただし、当該事業者が当該行為に係る行為について第七条の二第

一項若しくは第四項の規定による命令、同条第十八項若しくは第二十一項の規定によ

る通知若しくは第五十一条第二項の規定による審決を受けたとき又はこの条の規定に

よる課徴金の額が百万円未満であるときは、その納付を命ずることができない。 

  一 調査開始日からさかのぼり十年以内に、第二十条の規定による命令（第二条第九

項第三号に係るものに限る。次号において同じ。）若しくはこの条の規定による命

令を受けたことがある者（当該命令が確定している場合に限る。次号において同

じ。）又は第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合にお

ける第二条第九項第三号に係るものに限る。次号において同じ。）を受けたことが

ある者（当該審決が確定している場合に限る。次号において同じ。） 

  二 第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業

者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内に、第二十

条の規定による命令若しくはこの条の規定による命令を受けたことがある者又は第

六十六条第四項の規定による審決を受けたことがある者 



 第二十条の五 事業者が、次の各号のいずれかに該当する者であつて、第十九条の規定

に違反する行為（第二条第九項第四号に該当するものに限る。）をしたときは、公正

取引委員会は、第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為を

した日から当該行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該

行為がなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における当該行為において当該

事業者が供給した同号に規定する商品の政令で定める方法により算定した売上額に百

分の三（当該事業者が小売業を営む場合は百分の二、卸売業を営む場合は百分の一と

する。）を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければ

ならない。ただし、当該事業者が当該行為に係る行為について第七条の二第一項若し

くは第四項の規定による命令、同条第十八項若しくは第二十一項の規定による通知若

しくは第五十一条第二項の規定による審決を受けたとき又はこの条の規定による課徴

金の額が百万円未満であるときは、その納付を命ずることができない。 

  一 調査開始日からさかのぼり十年以内に、第二十条の規定による命令（第二条第九

項第四号に係るものに限る。次号において同じ。）若しくはこの条の規定による命

令を受けたことがある者（当該命令が確定している場合に限る。次号において同

じ。）又は第六十六条第四項の規定による審決（原処分の全部を取り消す場合にお

ける第二条第九項第四号に係るものに限る。次号において同じ。）を受けたことが

ある者（当該審決が確定している場合に限る。次号において同じ。） 

  二 第四十七条第一項第四号に掲げる処分が行われなかつた場合において、当該事業

者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内に、第二十

条の規定による命令若しくはこの条の規定による命令を受けたことがある者又は第

六十六条第四項の規定による審決を受けたことがある者 

 第二十条の六 事業者が、第十九条の規定に違反する行為（第二条第九項第五号に該当

するものであつて、継続してするものに限る。）をしたときは、公正取引委員会は、

第八章第二節に規定する手続に従い、当該事業者に対し、当該行為をした日から当該

行為がなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当該行為がなくなる

日からさかのぼつて三年間とする。）における、当該行為の相手方との間における政

令で定める方法により算定した売上額（当該行為が商品又は役務の供給を受ける相手

方に対するものである場合は当該行為の相手方との間における政令で定める方法によ

り算定した購入額とし、当該行為の相手方が複数ある場合は当該行為のそれぞれの相

手方との間における政令で定める方法により算定した売上額又は購入額の合計額とす

る。）に百分の一を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じ

なければならない。ただし、その額が百万円未満であるときは、その納付を命ずるこ

とができない。 

 第二十条の七 第七条の二第二十二項から第二十五項まで及び第二十七項の規定は、第

二十条の二から前条までに規定する違反行為が行われた場合に準用する。この場合に



おいて、第七条の二第二十二項中「第一項又は第四項」とあるのは「第二十条の二か

ら第二十条の六まで」と、「第一項、第四項から第九項まで、第十一項、第十二項又

は第十九項」とあるのは「これら」と、同条第二十三項中「第一項、第四項から第九

項まで、第十一項、第十二項又は第十九項」とあるのは「第二十条の二から第二十条

の六まで」と、同条第二十四項中「第一項、第二項又は第四項」とあるのは「第二十

条の二から第二十条の六まで」と、「並びに当該法人が受けた第一項（第二項におい

て読み替えて準用する場合を含む。）及び第四項の規定による命令、第十八項及び第

二十一項の規定による通知並びに第五十一条第二項の規定による審決（以下この項及

び次項において「命令等」という。）は、合併後存続し、又は合併により設立された

法人がした違反行為及び当該合併後存続し、又は合併により設立された法人が受けた

命令等」とあるのは「は、合併後存続し、又は合併により設立された法人がした違反

行為」と、「前各項及び次項」とあるのは「第二十条の七において読み替えて準用す

る前二項及び次項並びに第二十条の二から第二十条の六まで」と、同条第二十五項中

「第一項、第二項又は第四項」とあるのは「第二十条の二から第二十条の六まで」と、

「違反行為及び当該法人が受けた命令等」とあり、及び「違反行為及び当該特定事業

承継子会社等が受けた命令等」とあるのは「違反行為」と、「前各項」とあるのは

「第二十条の七において読み替えて準用する前三項及び第二十条の二から第二十条の

六まで」と、「第一項（第二項において読み替えて準用する場合を含む。）」とある

のは「第二十条の二から第二十条の六までの規定」と、「特定事業承継子会社等（第

二十五項に規定する特定事業承継子会社等をいう。以下同じ。）に対し、この項（第

二項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による命令を受けた他の特定

事業承継子会社等と連帯して」と、第四項中「当該事業者に対し」とあるのは「特定

事業承継子会社等に対し、この項の規定による命令を受けた他の特定事業承継子会社

等と連帯して」とあるのは「特定事業承継子会社等に対し、この条の規定による命令

を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」と、「第二十二項」とあるのは「第

二十条の七において読み替えて準用する第二十二項」と、「受けた特定事業承継子会

社等」とあるのは「受けた特定事業承継子会社等（第二十条の七において読み替えて

準用する第二十五項に規定する特定事業承継子会社等をいう。以下この項において同

じ。）」と、同条第二十七項中「実行期間（第四項に規定する違反行為については、

違反行為期間）の終了した日」とあるのは「当該行為がなくなつた日」と読み替える

ものとする。 

  第二十四条中「第八条第一項第五号」を「第八条第五号」に改める。 

  第二十五条第一項中「第八条第一項」を「第八条」に改める。 

  第二十六条第一項中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改める。 

  第四十三条の次に次の一条を加える。 

 第四十三条の二 公正取引委員会は、この法律に相当する外国の法令を執行する当局



（以下この条において「外国競争当局」という。）に対し、その職務（この法律に規

定する公正取引委員会の職務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に

資すると認める情報の提供を行うことができる。ただし、当該情報の提供を行うこと

が、この法律の適正な執行に支障を及ぼし、その他我が国の利益を侵害するおそれが

あると認められる場合は、この限りでない。 

   公正取引委員会は、外国競争当局に対し前項に規定する情報の提供を行うに際し、

次に掲げる事項を確認しなければならない。 

  一 当該外国競争当局が、公正取引委員会に対し、前項に規定する情報の提供に相当

する情報の提供を行うことができること。 

  二 当該外国において、前項の規定により提供する情報のうち秘密として提供するも

のについて、当該外国の法令により、我が国と同じ程度の秘密の保持が担保されて

いること。 

  三 当該外国競争当局において、前項の規定により提供する情報が、その職務の遂行

に資する目的以外の目的で使用されないこと。 

   第一項の規定により提供される情報については、外国における裁判所又は裁判官の

行う刑事手続に使用されないよう適切な措置がとられなければならない。 

  第五十条第一項中「含む。）」の下に「若しくは第四項又は第二十条の二から第二十

条の六まで」を加える。 

  第五十一条第一項中「含む。）の規定」を「含む。次項及び第三項において同じ。）

又は第四項の規定」に改め、同条第二項中「納付命令」を「第七条の二第一項又は第四

項の規定による納付命令」に改め、同条第三項中「納付命令に係る審判手続」を「第七

条の二第一項又は第四項の規定による納付命令に係る審判手続」に、「同項本文」を

「第一項本文」に、「納付命令に係る審判の」を「同条第一項又は第四項の規定による

納付命令に係る審判の」に、「納付命令に係る課徴金」を「同条第一項又は第四項の規

定による納付命令に係る課徴金」に改める。 

  第五十九条第二項中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め、同項第一号

中「排除措置命令」の下に「（当該納付命令を受けた者と同一の者に対するものに限

る。）」を加える。 

  第六十六条第四項中「第八条第一項」を「第八条」に改め、「第十五条の二第一項」

の下に「、第十五条の三第一項」を加える。 

  第七十条の十第二項中「公正取引委員会は」の下に「、第一項の金額を還付する場合

には当該金額の納付があつた日の翌日から起算して一月を経過する日の翌日から」を加

え、「、当該金額」を「当該金額」に改め、「翌日から」の下に「、それぞれ」を加え、

同条に第一項として次の一項を加える。 

   公正取引委員会は、第七条の二第二十五項（第二十条の七において読み替えて準用

する場合を含む。）の規定により第七条の二第一項（同条第二項において読み替えて



準用する場合を含む。）若しくは第四項又は第二十条の二から第二十条の六までの規

定による課徴金の納付を命じた場合において、これらの規定による納付命令に基づき

既に納付された金額で、還付すべきものがあるとき（第五十一条第四項又は次項に規

定する場合を除く。）は、遅滞なく、金銭で還付しなければならない。 

  第七十条の十三第一項中「第八条第一項」を「第八条」に改め、「第十五条の二第一

項」の下に「、第十五条の三第一項」を加える。 

  第七十条の十五に後段として次のように加える。 

   この場合において、公正取引委員会は、第三者の利益を害するおそれがあると認め

るときその他正当な理由があるときでなければ、事件記録の閲覧又は謄写を拒むこと

ができない。 

  第七十条の十五に次の一項を加える。 

   公正取引委員会は、前項の規定により謄写をさせる場合において、謄写した事件記

録の使用目的を制限し、その他適当と認める条件を付することができる。 

  第七十一条及び第七十二条中「第二条第九項」を「第二条第九項第六号」に改める。 

  第八十三条の三の次に次の四条を加える。 

 第八十三条の四 裁判所は、第二十四条の規定による侵害の停止又は予防に関する訴訟

においては、当事者の申立てにより、当事者に対し、当該侵害行為について立証する

ため必要な書類の提出を命ずることができる。ただし、その書類の所持者においてそ

の提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この限りでない。 

   裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判断をするため必

要があると認めるときは、書類の所持者にその提示をさせることができる。この場合

においては、何人も、その提示された書類の開示を求めることができない。 

   裁判所は、前項の場合において、第一項ただし書に規定する正当な理由があるかど

うかについて前項後段の書類を開示してその意見を聴くことが必要であると認めると

きは、当事者等（当事者（法人である場合にあつては、その代表者）又は当事者の代

理人（訴訟代理人及び補佐人を除く。）、使用人その他の従業者をいう。次条第一項

において同じ。）、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該書類を開示することができる。 

   前三項の規定は、第二十四条の規定による侵害の停止又は予防に関する訴訟におけ

る当該侵害行為について立証するため必要な検証の目的の提示について準用する。 

 第八十三条の五 裁判所は、第二十四条の規定による侵害の停止又は予防に関する訴訟

において、その当事者が保有する営業秘密（不正競争防止法（平成五年法律第四十七

号）第二条第六項に規定する営業秘密をいう。以下同じ。）について、次に掲げる事

由のいずれにも該当することにつき疎明があつた場合には、当事者の申立てにより、

決定で、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該営業秘密を当該訴訟の追行の

目的以外の目的で使用し、又は当該営業秘密に係るこの項の規定による命令を受けた

者以外の者に開示してはならない旨を命ずることができる。ただし、その申立ての時



までに当事者等、訴訟代理人又は補佐人が第一号に規定する準備書面の閲読又は同号

に規定する証拠の取調べ若しくは開示以外の方法により当該営業秘密を取得し、又は

保有していた場合は、この限りでない。 

  一 既に提出され、若しくは提出されるべき準備書面に当事者の保有する営業秘密が

記載され、又は既に取り調べられ、若しくは取り調べられるべき証拠（前条第三項

の規定により開示された書類を含む。）の内容に当事者の保有する営業秘密が含ま

れること。 

  二 前号の営業秘密が当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用され、又は当該営業秘

密が開示されることにより、当該営業秘密に基づく当事者の事業活動に支障を生ず

るおそれがあり、これを防止するため当該営業秘密の使用又は開示を制限する必要

があること。 

   前項の規定による命令（以下「秘密保持命令」という。）の申立ては、次に掲げる

事項を記載した書面でしなければならない。 

  一 秘密保持命令を受けるべき者 

  二 秘密保持命令の対象となるべき営業秘密を特定するに足りる事実 

  三 前項各号に掲げる事由に該当する事実 

   秘密保持命令が発せられた場合には、その決定書を秘密保持命令を受けた者に送達

しなければならない。 

   秘密保持命令は、秘密保持命令を受けた者に対する決定書の送達がされた時から、

効力を生ずる。 

   秘密保持命令の申立てを却下した裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

 第八十三条の六 秘密保持命令の申立てをした者又は秘密保持命令を受けた者は、訴訟

記録の存する裁判所（訴訟記録の存する裁判所がない場合にあつては、秘密保持命令

を発した裁判所）に対し、前条第一項に規定する要件を欠くこと又はこれを欠くに至

つたことを理由として、秘密保持命令の取消しの申立てをすることができる。 

   秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判があつた場合には、その決定書をそ

の申立てをした者及び相手方に送達しなければならない。 

   秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることが

できる。 

   秘密保持命令を取り消す裁判は、確定しなければその効力を生じない。 

   裁判所は、秘密保持命令を取り消す裁判をした場合において、秘密保持命令の取消

しの申立てをした者又は相手方以外に当該秘密保持命令が発せられた訴訟において当

該営業秘密に係る秘密保持命令を受けている者があるときは、その者に対し、直ちに、

秘密保持命令を取り消す裁判をした旨を通知しなければならない。 

 第八十三条の七 秘密保持命令が発せられた訴訟（すべての秘密保持命令が取り消され

た訴訟を除く。）に係る訴訟記録につき、民事訴訟法第九十二条第一項の決定があつ



た場合において、当事者から同項に規定する秘密記載部分の閲覧等の請求があり、か

つ、その請求の手続を行つた者が当該訴訟において秘密保持命令を受けていない者で

あるときは、裁判所書記官は、同項の申立てをした当事者（その請求をした者を除く。

第三項において同じ。）に対し、その請求後直ちに、その請求があつた旨を通知しな

ければならない。 

   前項の場合において、裁判所書記官は、同項の請求があつた日から二週間を経過す

る日までの間（その請求の手続を行つた者に対する秘密保持命令の申立てがその日ま

でにされた場合にあつては、その申立てについての裁判が確定するまでの間）、その

請求の手続を行つた者に同項の秘密記載部分の閲覧等をさせてはならない。 

   前二項の規定は、第一項の請求をした者に同項の秘密記載部分の閲覧等をさせるこ

とについて民事訴訟法第九十二条第一項の申立てをした当事者のすべての同意がある

ときは、適用しない。 

  第八十九条第一項第二号中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改める。 

  第九十条第一号中「第八条第一項第二号」を「第八条第二号」に改め、同条第二号中

「第八条第一項第三号」を「第八条第三号」に改める。 

  第九十一条を次のように改める。 

 第九十一条 第十一条第一項の規定に違反して株式を取得し、若しくは所有し、若しく

は同条第二項の規定に違反して株式を所有した者又はこれらの規定による禁止若しく

は制限につき第十七条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は二百万円以下の罰

金に処する。 

  第九十一条の二第一号を削り、同条第二号中「第九条第五項」を「第九条第四項」に

改め、同号を同条第一号とし、同条第三号中「第九条第六項」を「第九条第七項」に改

め、同号を同条第二号とし、同条第四号中「（同条第四項において準用する場合を含

む。）」を削り、「報告書を提出せず」を「届出をせず」に、「報告書を提出した者」

を「届出書を提出した者」に改め、同号を同条第三号とし、同号の次に次の一号を加え

る。 

  四 第十条第八項の規定に違反して株式の取得をした者 

  第九十一条の二第五号中「（同条第四項において読み替えて準用する場合を含

む。）」を削り、同条第六号中「第十五条第五項」を「第十五条第三項において読み替

えて準用する第十条第八項」に改め、同条第七号中「（これらの規定を同条第六項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）」を削り、同条第八号中「第十五条の二第七

項」を「第十五条の二第四項」に、「第十五条第五項」を「第十条第八項」に改め、同

条第十一号を同条第十三号とし、同条第十号中「第十六条第六項」を「第十六条第三

項」に、「第十五条第五項」を「第十条第八項」に改め、同号を同条第十二号とし、同

条第九号中「（同条第五項において読み替えて準用する場合を含む。）」を削り、同号

を同条第十一号とし、同条第八号の次に次の二号を加える。 



  九 第十五条の三第二項の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の記載をした届出書

を提出した者 

  十 第十五条の三第三項において読み替えて準用する第十条第八項の規定に違反して

共同株式移転による設立の登記をした者 

  第九十三条中「十万円」を「百万円」に改める。 

  第九十四条の二の次に次の一条を加える。 

 第九十四条の三 秘密保持命令に違反した者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下

の罰金に処し、又はこれを併科する。 

   前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。 

   第一項の罪は、日本国外において同項の罪を犯した者にも適用する。 

  第九十五条第一項第二号中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め、同項

第三号中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め、「（第三号を除く。）」

を削り、同条第二項第二号中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め、同項

第三号中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め、「、第九十一条第四号若

しくは第五号（第四号に係る部分に限る。）、第九十一条の二第一号」を削り、同条第

三項中「前項」を「第二項」に改め、同条第二項の次に次の一項を加える。 

   法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前条第一項の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほか、

その法人に対して三億円以下の罰金刑を、その人に対して同項の罰金刑を科する。 

  第九十五条に次の一項を加える。 

   第三項の規定により前条第一項の違反行為につき法人又は人に罰金刑を科する場合

における時効の期間は、同項の罪についての時効の期間による。 

  第九十五条の二中「（第三号を除く。）」を削る。 

 （不当景品類及び不当表示防止法の一部改正） 

第二条 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）の一部を次の

ように改正する。 

  第六条第一項中「においても」の下に「、次に掲げる者に対し」を加え、同項に次の

各号を加える。 

  一 当該違反行為をした事業者 

  二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消

滅したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

  三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により

当該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

  四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲り受

けた事業者 

  第六条第二項中「第八条第一項第五号」を「第八条第五号」に、「第七十条の十五」



を「第七十条の十五第一項」に改め、同条第三項中「及び第三項」を「及び第四項」に

改める。 

  第六条の次に次の一条を加える。 

  （課徴金納付命令） 

 第六条の二 事業者が、第四条第一項の規定に違反する行為（同項第一号又は第二号に

該当するものに限る。）をしたときは、公正取引委員会は、当該事業者に対し、当該

行為をした日から当該行為に係る表示が不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害する

おそれがあると認められなくなる日までの期間（当該期間が三年を超えるときは、当

該行為に係る表示が不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認め

られなくなる日からさかのぼつて三年間とする。）における当該商品又は役務の政令

で定める方法により算定した売上額に百分の三を乗じて得た額に相当する額の課徴金

を国庫に納付することを命じなければならない。ただし、当該事業者が当該行為をし

た日から当該行為がなくなる日までの全期間において当該行為に係る表示が次の各号

のいずれかに該当することを知らず、かつ、知らないことにつき相当の注意を著しく

怠つた者でないと認められるとき、又はその額が三百万円未満であるときは、その納

付を命ずることができない。 

  一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、実際のものよりも著しく優良

であること又は事実に相違して当該事業者と競争関係にある他の事業者に係るもの

よりも著しく優良であることを示す表示 

  二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のものよりも取引の相手方

に著しく有利であること又は事実と相違して当該事業者と競争関係にある他の事業

者に係るものよりも取引の相手方に著しく有利であることを示す表示 

 ２ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第七条の二第二十二項から第二十

五項まで及び第二十七項の規定は、前項に規定する違反行為が行われた場合に準用す

る。この場合において、同条第二十二項中「第一項又は第四項」とあるのは「不当景

品類及び不当表示防止法第六条の二第一項」と、「第一項、第四項から第九項まで、

第十一項、第十二項又は第十九項」とあるのは「同項」と、同条第二十三項中「第一

項、第四項から第九項まで、第十一項、第十二項又は第十九項」とあるのは「不当景

品類及び不当表示防止法第六条の二第一項」と、同条第二十四項中「第一項、第二項

又は第四項」とあるのは「不当景品類及び不当表示防止法第六条の二第一項」と、

「並びに当該法人が受けた第一項（第二項において読み替えて準用する場合を含

む。）及び第四項の規定による命令、第十八項及び第二十一項の規定による通知並び

に第五十一条第二項の規定による審決（以下この項及び次項において「命令等」とい

う。）は、合併後存続し、又は合併により設立された法人がした違反行為及び当該合

併後存続し、又は合併により設立された法人が受けた命令等」とあるのは「は、合併

後存続し、又は合併により設立された法人がした違反行為」と、「前各項及び次項」



とあるのは「同条第二項において読み替えて準用する前二項及び次項並びに同条第一

項」と、同条第二十五項中「第一項、第二項又は第四項」とあるのは「不当景品類及

び不当表示防止法第六条の二第一項」と、「法人が当該違反行為に係る事件について

の調査開始日」とあるのは「法人が当該違反行為に係る事件について第四十七条第一

項第四号に掲げる処分が最初に行われた日（当該処分が行われなかつたときは、当該

法人が当該違反行為について同法第六条の二第一項の規定による命令に係る行政手続

法（平成五年法律第八十八号）第三十条の規定による通知を受けた日。以下この項に

おいて「調査開始日」という。）」と、「違反行為及び当該法人が受けた命令等」と

あり、及び「違反行為及び当該特定事業承継子会社等が受けた命令等」とあるのは

「違反行為」と、「前各項」とあるのは「同条第二項において読み替えて準用する前

三項及び同条第一項」と、「第一項（第二項において読み替えて準用する場合を含

む。）」とあるのは「同項」と、「第二十五項」とあるのは「次項において読み替え

て準用する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第七条の二第二十五項」

と、「この項（第二項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による命令

を受けた他の特定事業承継子会社等と連帯して」と、第四項中「当該事業者に対し」

とあるのは「特定事業承継子会社等に対し、この項の規定による命令を受けた他の特

定事業承継子会社等と連帯して」とあるのは「この項の規定による命令を受けた他の

特定事業承継子会社等と連帯して」と、「第二十二項」とあるのは「同条第二項にお

いて読み替えて準用する第二十二項」と、「受けた特定事業承継子会社等は、これ

ら」とあるのは「受けた特定事業承継子会社等（同条第二項において読み替えて準用

する第二十五項に規定する特定事業承継子会社等をいう。以下この項において同

じ。）は、同条第一項」と、同条第二十七項中「実行期間（第四項に規定する違反行

為については、違反行為期間）の終了した日」とあるのは「不当景品類及び不当表示

防止法第六条の二第一項に規定する行為がなくなつた日」と読み替えるものとする。 

 ３ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第二十五条、第二十六条及び第八

章第二節（第四十六条、第四十九条、第五十条第六項、第五十一条、第五十三条、第

五十四条、第五十五条第二項、第五項及び第六項、第六十五条、第六十七条、第六十

九条第三項、第七十条の二第四項、第七十条の六から第七十条の八まで並びに第七十

条の十一から第七十条の十四までを除く。）の規定の適用については、第一項に規定

する違反行為は同法第十九条の規定に違反する行為と、同項の規定による命令は納付

命令とみなす。この場合において、同法第七十条の十第一項中「第七条の二第二十五

項（第二十条の七において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により第七条の

二第一項（同条第二項において読み替えて準用する場合を含む。）若しくは第四項又

は第二十条の二から第二十条の六まで」とあるのは「不当景品類及び不当表示防止法

第六条の二第二項の規定により読み替えて準用する第七条の二第二十五項の規定によ

り同法第六条の二第一項」と、「これらの」とあるのは「同項の」と、「第五十一条



第四項又は次項」とあるのは「次項」と、同法第七十条の二十一中「第三章」とある

のは「第三章（第十三条第一項及び第三節を除く。）」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年三月を超えない範囲内において政令で定

める日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 一 第一条中私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第八十三条の三の次に四

条を加える改正規定、同法第九十四条の二の次に一条を加える改正規定、同法第九十

五条の改正規定（同条第三項中「前項」を「第二項」に改め、同条第二項の次に一項

を加える部分に限る。）及び同条に一項を加える改正規定、第二条中不当景品類及び

不当表示防止法第六条第二項及び第三項の改正規定（同条第三項中「及び第三項」を

「及び第四項」に改める部分に限る。）並びに附則第十五条の規定及び附則第二十八

条中私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成十

七年法律第三十五号）附則第七条第三項の改正規定（「並びに第三項」を「並びに第

四項」に改める部分に限る。） 平成二十一年四月一日 

 二 第一条中私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第八条第二項から第四項

までを削る改正規定、同法第八条の二第一項及び第二項の改正規定、同法第八条の三

の改正規定（「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改める部分に限る。）、

同法第二十四条、第二十五条第一項及び第二十六条第一項の改正規定、同法第四十三

条の次に一条を加える改正規定、同法第五十九条第二項の改正規定（「第八条第一項

第一号」を「第八条第一号」に改める部分に限る。）、同法第六十六条第四項の改正

規定（「第八条第一項」を「第八条」に改める部分に限る。）、同法第七十条の十三

第一項の改正規定（「第八条第一項」を「第八条」に改める部分に限る。）、同法第

七十条の十五に後段を加える改正規定、同条に一項を加える改正規定、同法第八十九

条第一項第二号及び第九十条の改正規定、同法第九十一条の二の改正規定（同条第一

号を削る部分に限る。）、同法第九十三条の改正規定並びに同法第九十五条の改正規

定（同条第一項第三号中「（第三号を除く。）」を削る部分、同条第二項第三号中「、

第九十一条第四号若しくは第五号（第四号に係る部分に限る。）、第九十一条の二第

一号」を削る部分（第九十一条の二第一号に係る部分を除く。）及び同条第三項中

「前項」を「第二項」に改め、同条第二項の次に一項を加える部分を除く。）、第二

条中不当景品類及び不当表示防止法第六条第二項及び第三項の改正規定（同条第三項

中「及び第三項」を「及び第四項」に改める部分を除く。）並びに附則第九条、第十

四条、第十六条から第十八条まで及び第十九条第一項の規定、附則第二十条中農業協

同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第七十二条の八の二及び第七十三条の二

十四の改正規定及び附則第二十二条中損害保険料率算出団体に関する法律（昭和二十



三年法律第百九十三号）第七条の三の改正規定（「第八条第一項」を「第八条」に改

める部分に限る。）並びに附則第二十三条の規定 公布の日から起算して一月を経過

した日 

 三 附則第二十二条中損害保険料率算出団体に関する法律第七条の三の改正規定（「第

八条第一項」を「第八条」に改める部分を除く。） 一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律（平成十八年法律第四十八号）の施行の日 

 （既往の違反行為に対する排除措置に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正前の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（以下「旧独占禁止法」という。）第二条第九項各号に該当する行為であって、施行日

前に既になくなっている行為を排除するために必要な措置については、なお従前の例に

よる。 

２ 旧独占禁止法第二条第九項各号に該当する行為であって、施行日前に開始され、施行

日以後になくなった行為のうち施行日前に係るものを排除するために必要な措置につい

ては、なお従前の例による。 

第三条 この法律の施行の際その行為がなくなった日から三年を経過している違反行為に

ついては、第一条の規定による改正後の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（以下「新独占禁止法」という。）第七条第二項（新独占禁止法第八条の二第二項及

び第二十条第二項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定に

かかわらず、新独占禁止法第七条第二項に規定する措置を命ずることができない。 

 （課徴金に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行の際その実行期間（旧独占禁止法第七条の二第一項に規定する実

行期間をいう。）の終了した日から三年を経過している同項又は同条第二項に規定する

違反行為については、新独占禁止法第七条の二第二十七項の規定にかかわらず、課徴金

の納付を命ずることができない。 

第五条 新独占禁止法第七条の二第四項若しくは第二十条の二から第二十条の六までに規

定する違反行為についてこれらの規定による課徴金の納付を命ずる場合において当該違

反行為が施行日前に開始され、施行日以後になくなったものであるとき、又は第二条の

規定による改正後の不当景品類及び不当表示防止法（以下「新景品表示法」という。）

第六条の二第一項に規定する違反行為について同項の規定による課徴金の納付を命ずる

場合において当該違反行為が施行日前に開始され、施行日以後になくなったものである

ときは、当該違反行為のうち施行日前に係るものについては、課徴金の納付を命ずるこ

とができない。 

第六条 新独占禁止法第七条の二第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、

当該事業者が同条第八項各号に規定する行為に相当する行為をし、かつ、施行日前に既

に当該行為がなくなっている場合における当該行為に係る違反行為についての課徴金の

額の計算については、同項及び同条第九項の規定を適用しない。 



２ 新独占禁止法第七条の二第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当

該事業者が同条第八項各号に規定する行為に該当する行為をした場合（施行日以後にし

た場合に限る。）における当該行為に係る違反行為のうち施行日前に係るものについて

の課徴金の額の計算については、同項及び同条第九項の規定を適用しない。 

３ 新独占禁止法第七条の二第二十四項の規定は、旧独占禁止法第七条の二第一項若しく

は第二項に規定する違反行為をした事業者（会社以外の法人に限る。）が施行日前に合

併により消滅した場合における合併後存続し、又は合併により設立された法人及び当該

違反行為をした事業者（会社に限る。）が施行日前に合併により消滅した場合における

合併後存続し、又は合併により設立された会社以外の法人については、適用しない。 

４ 新独占禁止法第七条の二第二十五項（新独占禁止法第二十条の七又は新景品表示法第

六条の二第二項において読み替えて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）

の規定は、施行日以後に新独占禁止法第七条の二第一項、第二項若しくは第四項若しく

は第二十条の二から第二十条の六まで又は新景品表示法第六条の二第一項に規定する違

反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分又は新独

占禁止法第百二条第一項に規定する処分が行われた場合（当該処分が行われなかったと

きは、当該違反行為について新独占禁止法第五十条第六項において読み替えて準用する

新独占禁止法第四十九条第五項の規定による通知（以下「事前通知」という。）又は新

景品表示法第六条の二第一項の規定による命令に係る行政手続法（平成五年法律第八十

八号）第三十条の規定による通知が行われた場合）における新独占禁止法第七条の二第

二十五項に規定する特定事業承継子会社等について適用する。 

 （審決及び納付命令に関する経過措置） 

第七条 新独占禁止法第七条の二第一項（同条第二項において読み替えて準用する場合を

含む。以下この条において同じ。）又は第四項の規定により課徴金の納付を命ずる場合

において、当該事業者が、新独占禁止法第七条の二第一項、第二項又は第四項に規定す

る違反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分又は

新独占禁止法第百二条第一項に規定する処分が最初に行われた日からさかのぼり十年以

内（当該処分が行われなかったときは、当該事業者が当該違反行為について事前通知を

受けた日からさかのぼり十年以内）に、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律の一部を改正する法律（平成十七年法律第三十五号）による改正前の私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律（以下「平成十八年一月改正前独占禁止法」とい

う。）第七条の二第一項の規定による命令を受けたことがあるとき（当該命令について

の審判手続の開始を請求することなく平成十八年一月改正前独占禁止法第四十八条の二

第五項に規定する期間を経過している場合に限る。）又は平成十八年一月改正前独占禁

止法第五十四条の二第一項の規定による審決を受けたことがあるとき（当該審決が確定

している場合に限る。）は、当該命令又は審決を新独占禁止法第七条の二第一項の規定

による命令であって確定しているものとみなして、同条第七項及び第九項の規定を適用



する。 

２ 新独占禁止法第七条の二第七項及び第九項の規定は、同条第四項の規定により課徴金

の納付を命ずる場合において、当該事業者が、当該違反行為に係る事件について新独占

禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分又は新独占禁止法第百二条第一項に規定す

る処分が最初に行われた日からさかのぼり十年以内（当該処分が行われなかったときは、

当該事業者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内）に、

旧独占禁止法第七条の二第六項第一号に規定する命令、通知若しくは審決又は同項第二

号に規定する命令、通知若しくは審決を受けたことがある者である場合における当該課

徴金の額の計算についても、適用する。 

 （審決及び排除措置命令に関する経過措置） 

第八条 新独占禁止法第二十条の二の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定

する違反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分が

最初に行われた日からさかのぼり十年以内（当該処分が行われなかったときは、当該事

業者が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内）に、平成十

八年一月改正前独占禁止法第十九条の規定に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項

第一号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成十八年一月改正前独占禁

止法第四十八条第四項、第五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けた

ことがあるとき（当該審決が確定している場合に限る。）又は旧独占禁止法第十九条の

規定に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第一号に規定する行為に相当するもの

に限る。）について旧独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき

（当該命令が確定している場合に限る。）若しくは旧独占禁止法第六十六条第四項の規

定による審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき

（当該審決が確定している場合に限る。）は、当該審決又は命令を新独占禁止法第二十

条の二の規定による命令であって確定しているものとみなす。 

２ 新独占禁止法第二十条の三の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分が最初

に行われた日からさかのぼり十年以内（当該処分が行われなかったときは、当該事業者

が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内）に、平成十八年

一月改正前独占禁止法第十九条の規定に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第二

号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成十八年一月改正前独占禁止法

第四十八条第四項、第五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたこと

があるとき（当該審決が確定している場合に限る。）又は旧独占禁止法第十九条の規定

に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第二号に規定する行為に相当するものに限

る。）について旧独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該

命令が確定している場合に限る。）若しくは旧独占禁止法第六十六条第四項の規定によ

る審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当該



審決が確定している場合に限る。）は、当該審決又は命令を新独占禁止法第二十条の三

の規定による命令であって確定しているものとみなす。 

３ 新独占禁止法第二十条の四の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分が最初

に行われた日からさかのぼり十年以内（当該処分が行われなかったときは、当該事業者

が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内）に、平成十八年

一月改正前独占禁止法第十九条の規定に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第三

号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成十八年一月改正前独占禁止法

第四十八条第四項、第五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたこと

があるとき（当該審決が確定している場合に限る。）又は旧独占禁止法第十九条の規定

に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第三号に規定する行為に相当するものに限

る。）について旧独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該

命令が確定している場合に限る。）若しくは旧独占禁止法第六十六条第四項の規定によ

る審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当該

審決が確定している場合に限る。）は、当該審決又は命令を新独占禁止法第二十条の四

の規定による命令であって確定しているものとみなす。 

４ 新独占禁止法第二十条の五の規定の適用については、当該事業者が、同条に規定する

違反行為に係る事件について新独占禁止法第四十七条第一項第四号に掲げる処分が最初

に行われた日からさかのぼり十年以内（当該処分が行われなかったときは、当該事業者

が当該違反行為について事前通知を受けた日からさかのぼり十年以内）に、平成十八年

一月改正前独占禁止法第十九条の規定に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第四

号に規定する行為に相当するものに限る。）について平成十八年一月改正前独占禁止法

第四十八条第四項、第五十三条の三若しくは第五十四条の規定による審決を受けたこと

があるとき（当該審決が確定している場合に限る。）又は旧独占禁止法第十九条の規定

に違反する行為（新独占禁止法第二条第九項第四号に規定する行為に相当するものに限

る。）について旧独占禁止法第二十条の規定による命令を受けたことがあるとき（当該

命令が確定している場合に限る。）若しくは旧独占禁止法第六十六条第四項の規定によ

る審決（原処分の全部を取り消す場合のものに限る。）を受けたことがあるとき（当該

審決が確定している場合に限る。）は、当該審決又は命令を新独占禁止法第二十条の五

の規定による命令であって確定しているものとみなす。 

 （事業者団体届出に関する経過措置） 

第九条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前に生じた旧独占禁止法第八条第二項

から第四項までに規定する事業者団体の成立、届出に係る事項の変更及び解散に係る届

出については、なお従前の例による。 

 （株式の取得又は所有に関する経過措置） 

第十条 新独占禁止法第十条第二項及び第八項の規定は、施行日から起算して三十日を経



過した日以後に行う株式の取得について適用し、同日前に行う株式の取得又は所有につ

いては、なお従前の例による。 

 （合併、分割又は事業等の譲受けに関する経過措置） 

第十一条 旧独占禁止法第十五条第二項（同条第四項において読み替えて準用する場合を

含む。）、第十五条の二第二項若しくは第三項（これらの規定を同条第六項において読

み替えて準用する場合を含む。）又は第十六条第二項（同条第五項において読み替えて

準用する場合を含む。）の規定によりされた届出であって、この法律の施行の際旧独占

禁止法第十五条第五項本文（旧独占禁止法第十五条の二第七項又は第十六条第六項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）に規定する三十日の期間又は旧独占禁止法第十

五条第五項ただし書（旧独占禁止法第十五条の二第七項又は第十六条第六項において読

み替えて準用する場合を含む。）の規定により短縮された期間を経過していないものに

ついては、なお従前の例による。 

２ 施行日から起算して三十日を経過するまでに合併、共同新設分割、吸収分割又は事業

等の譲受け（以下この項において「合併等」という。）をしようとする場合において、

この法律の施行の際現に旧独占禁止法第十五条第二項（同条第四項において読み替えて

準用する場合を含む。）、第十五条の二第二項若しくは第三項（これらの規定を同条第

六項において読み替えて準用する場合を含む。）又は第十六条第二項（同条第五項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）の規定により当該合併等に関する計画を届け出

なければならないとされていなかったときについては、なお従前の例による。 

 （共同株式移転に関する経過措置） 

第十二条 新独占禁止法第十五条の三第二項及び同条第三項において読み替えて準用する

新独占禁止法第十条第八項の規定は、施行日から起算して三十日を経過した日前に行う

共同株式移転については、適用しない。 

 （合併又は分割の無効の訴えに関する経過措置） 

第十三条 施行日前に旧独占禁止法第十五条第二項（同条第四項において読み替えて準用

する場合を含む。）及び第五項又は第十五条の二第二項及び第三項（これらの規定を同

条第六項において読み替えて準用する場合を含む。）並びに同条第七項において読み替

えて準用する旧独占禁止法第十五条第五項の規定に違反して会社が合併、共同新設分割

又は吸収分割をしたときにおける合併、共同新設分割又は吸収分割の無効の訴えについ

ては、なお従前の例による。 

 （利害関係人の閲覧謄写請求手続に関する経過措置） 

第十四条 附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前に旧独占禁止法第七十条の十五の

規定によりされた事件記録の閲覧又は謄写の求めに対する処分については、なお従前の

例による。 

 （文書提出命令の特則についての経過措置） 

第十五条 新独占禁止法第八十三条の四から第八十三条の七までの規定は、附則第一条第



一号に掲げる規定の施行の日以後に提起された訴えについて適用し、同日前に提起され

た訴えについては、なお従前の例による。 

 （処分、手続等に関する経過措置） 

第十六条 施行日前に旧独占禁止法又はこれに基づく命令の規定によってした処分、手続

その他の行為であって、新独占禁止法又はこれに基づく命令の規定に相当の規定がある

ものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、新独占禁止法又はこれに基づく命令

の相当の規定によってしたものとみなす。 

 （罰則に関する経過措置） 

第十七条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定。以下この条

において同じ。）の施行前にした行為及び附則第九条から第十一条までの規定によりな

お従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。 

 （政令への委任） 

第十八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な

経過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

第十九条 政府は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の審判手続に係る規

定について、全面にわたって見直すものとし、平成二十年度中に検討を加え、その結果

に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新独占禁止法及び新景品表

示法の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新独占禁止法及び新景品表示

法の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 （農業協同組合法の一部改正） 

第二十条 農業協同組合法の一部を次のように改正する。 

  第十一条の四十七第一項第七号及び第十一条の四十九第一項第五号中「第九条第五項

第一号」を「第九条第四項第一号」に改める。 

  第七十二条の八の二及び第七十三条の二十四中「第八条第一項第一号」を「第八条第

一号」に改める。 

 （金融商品取引法等の一部改正） 

第二十一条 次に掲げる法律の規定中「第九条第五項第一号」を「第九条第四項第一号」

に改める。 

 一 金融商品取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二十九条の四第一項第五号ニ及

び第五十六条の二第一項 

 二 消費生活協同組合法（昭和二十三年法律第二百号）第五十三条の十八第一項第二号 

 三 水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第八十七条の三第一項第七

号及び第百条の三第一項第六号 



 四 協同組合による金融事業に関する法律（昭和二十四年法律第百八十三号）第四条の

二第一項第三号 

 五 信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十八号）第五十四条の二十一第一項第三号 

 六 長期信用銀行法（昭和二十七年法律第百八十七号）第十六条の二の四第一項 

 七 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第百一条第一項第五号ホ 

 八 労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）第五十八条の三第一項第三号 

 九 保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第十六項 

 十 農林中央金庫法（平成十三年法律第九十三号）第七十二条第一項第十号 

 十一 信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第五条第二項第九号 

 十二 株式会社商工組合中央金庫法（平成十九年法律第七十四号）第三十九条第一項第

八号 

 （損害保険料率算出団体に関する法律の一部改正） 

第二十二条 損害保険料率算出団体に関する法律の一部を次のように改正する。 

  第七条の三中「第八条第一項」を「第八条」に、「前条第一項」を「第七条の二第一

項」に改める。 

 （中小企業等協同組合法等の一部改正） 

第二十三条 次に掲げる法律の規定中「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」に改め

る。 

 一 中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第七十五条の二 

 二 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成十二年法律第百二十七

号）第十条 

 三 入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為

の処罰に関する法律（平成十四年法律第百一号）第二条第四項 

 （下請代金支払遅延等防止法の一部改正） 

第二十四条 下請代金支払遅延等防止法（昭和三十一年法律第百二十号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第八条中「第二十条」の下に「及び第二十条の六」を加える。 

 （所得税法の一部改正） 

第二十五条 所得税法（昭和四十年法律第三十三号）の一部を次のように改正する。 

  第四十五条第一項に次の一号を加える。 

  十二 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）の規定によ

る課徴金 

 （法人税法の一部改正） 

第二十六条 法人税法（昭和四十年法律第三十四号）の一部を次のように改正する。 

  第五十五条第四項に次の一号を加える。 

  六 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号）の規定による



課徴金 

 （銀行法の一部改正） 

第二十七条 銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）の一部を次のように改正する。 

  第二条第十二項中「第九条第五項第一号」を「第九条第四項第一号」に改める。 

  第三十条第四項中「営業」を「事業」に改める。 

 （私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律の一部改正） 

第二十八条 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律（平

成十七年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

  附則第五条第一項中「新法第五十条第六項」を「私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律及び不当景品類及び不当表示防止法の一部を改正する法律（平成二十年法

律第▼▼▼号）第一条による改正後の私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（以下この条並びに附則第七条及び第八条において「新独占禁止法」という。）第五十

条第六項」に、「新法第四十九条第五項」を「新独占禁止法第四十九条第五項」に、

「施行日前に開始」を「平成十八年一月四日前に開始」に、「施行日以後」を「同日以

後」に、「施行日前に係る」を「同日前に係る」に改め、同条第二項中「新法」を「新

独占禁止法」に、「施行日前に開始」を「平成十八年一月四日前に開始」に、「施行日

以後」を「同日以後」に、「施行日前に係る」を「同日前に係る」に改め、同条第三項

中「新法」を「新独占禁止法」に、「施行日」を「平成十八年一月四日」に改め、同条

第四項中「新法第七条の二第十四項本文」を「新独占禁止法第七条の二第十九項本文」

に、「施行日以後」を「平成十八年一月四日以後」に、「施行日前」を「同日前」に改

め、同条第五項中「新法第七条の二第十四項ただし書」を「新独占禁止法第七条の二第

十九項ただし書」に、「から第六項まで、第八項若しくは第九項」を「から第九項まで、

第十一項若しくは第十二項」に改め、同条第六項中「新法」を「新独占禁止法」に改め

る。 

  附則第六条の前の見出しを削り、同条を次のように改める。 

 第六条 削除 

  附則第七条の前に見出しとして「（審決及び納付命令に関する経過措置）」を付する。 

  附則第七条第三項中「施行日」を「平成十八年一月四日」に、「新法」を「新独占禁

止法」に、「並びに第三項」を「並びに第四項」に改める。 

  附則第八条中「施行日」を「平成十八年一月四日」に、「新法」を「新独占禁止法」

に改める。 



     理 由 

 公正かつ自由な経済社会を実現するために競争政策の積極的展開を図ることが必要であ

ることにかんがみ、他の事業者の事業活動を排除することによる私的独占、一定の不公正

な取引方法等に対する課徴金制度の導入、企業結合に係る届出制度の見直し等の所要の措

置を講ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


